
審査基準（公表用）               様式第３号 
所管部（局）・課 産業労働部 産業人材課           

法令名 佐賀県立産業技術学院条例 法令番号 昭和４４年佐賀県条例第３６号 

手続名 授業料の減免 根拠条項 第３条第２項 

審 

査 

基 
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知事は、災害その他特別の事情により授業料を負担することが困難であると認める者及び離職者のうち特に必要があると認める者に 
ついては、規則で定めるところにより、授業料の全部又は一部を免除することができる。 
 
 

規則で定めるところにより、次の各号に掲げる者に係る授業料は、当該各号に掲げる額を免除する。 
（１）災害、風水害その他の非常の災害を受け、生計に重大な支障が生じた者・・・全額又は半額 
（２）経済的事情その他の理由により授業料の負担が著しく困難な者・・・全額又は半額 
（３）雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）に規定する技能習得手当の支給を受ける者・・・全額 
（４）雇用対策法に規定する職業転換給付金（同法第１８条第２号に掲げる給付金に限る。）の支給を受ける者・・・全額 
（５）入校前の学業成績又は入校後の成績が特に優れていると認められ、かつ、経済的事情により授業料の負担が困難な者・・・ 
 全額、３分の２又は３分の１ 

（６）前各号に掲げる者のほか、知事が特に必要があると認める者・・・全額又は半額 
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 標準経由期間      日 
 


